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 （表１）店外ＣＤ・ＡＴＭ設置台数の推移   （図表２）店舗数との比較 
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（備考）本稿では、他業態との合併等の考慮していない。 

１．店外ＣＤ・ＡＴＭ設置台数の推移 
 (1) 設置台数の状況 
 信用金庫の平成 28 年度末の店外ＣＤ・ＡＴ
Ｍ設置台数は、前期比 0.3％、18 台減少の 4,474
台となり、再び減少に転じた（図表１）。 
 信用金庫の店外ＣＤ・ＡＴＭ設置台数は 13
年度末をピークに増減を繰り返している。18 年
度末との比較では 1.1％、54 台減であった。 
 (2) 店舗数との比較 
 18 年度末を基準に店舗数と店外ＣＤ・ＡＴ
Ｍ設置台数の推移を比較すると、店舗数が
4.8％減少したのに対し、1.1％減にとどまる。

増減率の違いは、顧客利便性の維持を目的に
店舗廃止後に店外ＣＤ・ＡＴＭを設置するケ
ースがあるためとみられる。また、有人の店
舗に比べ店外ＣＤ・ＡＴＭは、運営コストが
小さく、コスト削減の優先順位が劣後してい
る可能性もある。 
 
２．地区別の状況 
 28 年度末の地区別の店外ＣＤ・ＡＴＭ設置台
数は、５地区で前期比増加し、５地区で前期を
下回った（図表３）。 
 前期比増加した地区では、中国が４台、四国

信用金庫の店外ＣＤ・ＡＴＭ設置台数の動向（28 年度末） 
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ポイント 

 信用金庫の平成 28 年度末の店外ＣＤ・ＡＴＭ設置台数は、前期比 18 台減少の 4,474 台となり、
再び減少に転じた。 

 18 年度末の店外ＣＤ・ＡＴＭ設置台数と比較すると、1.1％の減少にとどまる。この間、店舗数
は 4.8％減少しており、効率化への取組みに差がみられる。 

 28 年度末の地区別の店外ＣＤ・ＡＴＭ設置台数は、５地区で前期比増加した。18 年度末と比較す
ると、近畿、東京、四国の３地区が２桁増だった一方で、北陸は２割超の減少であった。 

 18 年度末から 28 年度末までの信用金庫別の店外ＣＤ・ＡＴＭ設置台数増減状況は、①増加が 90
金庫、②減少は 111 金庫となった。この間 10 台以上の増加は８金庫ある。 

 28 年度末の１金庫あたり店外ＣＤ・ＡＴＭ設置台数は、①未設置が 18 金庫、②１～９台が 119
金庫、③10～39 台が 100 金庫、④40 台以上は 27金庫であった。18 年度末の構成比と比較すると、
未設置金庫を含む９台以下は 54.0％（155 金庫）から 51.8％（137 金庫）に、40 台以上は 8.7％
（25 金庫）から 10.2％（27 金庫）に変化した。 

 

 

（図表４）都道府県別郵便貯金減少額と 
 信用金庫個人預金増加額 
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（備考）１．日本銀行『預金現金貸出金調査表』お

よび日本郵政公社ＨＰより作成 
    ２．両業態とも、2000 年度末から 2004 年
度末までの総増減額 
    ３．旧船橋信金および旧杵築信金の合併を

調整して算出 
    ４．推計式は以下のとおり。 
 信用金庫個人預金増加額＝－440.30＋0.250×郵

便貯金減少額 
             （-1.043）（6.147） 
 ＜決定係数=0.444、( )内はｔ値、推計期間

2000-2004 年度末＞ 
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が３台の増加だった。一方減少した地区では、
東海の 12台減が目立つ。 
 18 年度末の店外ＣＤ・ＡＴＭ設置台数と比較
すると、５地区で増加している。増加した地区
では、近畿が 19.4％増、東京が 16.4％増であ
った。また減少した地区では、北陸が 26.4％、
東海が 10.6％減となり、地区によって店外Ｃ
Ｄ・ＡＴＭの設置姿勢に違いがみられる。 
 
３．信用金庫別の状況 
 (1) 18 年度末との比較 
 18 年度末から 28 年度末までの信用金庫別の
店外ＣＤ・ＡＴＭ設置台数増減状況は、①増加
が 90 金庫（構成比 34.0％）、②増減なしが 64
金庫（24.2％）、③減少は 111 金庫（42.0％）
であった。増加金庫のうち 10 台以上の増加が
８金庫ある一方で、10 台以上の減少は９金庫あ
った。 
 店舗数と店外ＣＤ・ＡＴＭ設置台数の増減状

況をみると、①店舗数・店外ＣＤ・ＡＴＭ設置
台数ともに増加が 29 金庫（構成比 10.9％）、  
②店舗数増・店外ＣＤ・ＡＴＭ設置台数減が 13
金庫（4.9％）、③店舗数減・店外ＣＤ・ＡＴＭ
設置台数増が 44金庫（16.6％）、④店舗数・店
外ＣＤ・ＡＴＭ設置台数ともに減少は 65 金庫
（24.6）であった（図表４。店外ＣＤ・ＡＴＭ
設置台数または店舗数の増減なし等を除く）。 
 (2) １金庫あたり台数 
 28 年度末の１金庫あたり店外ＣＤ・ＡＴＭ設
置台数は、①未設置が 18金庫（構成比 6.8％）、
②１台～９台が 119 金庫（45.0％）③10～39 台
が 100 金庫（37.8％）、④40 台以上は 27 金庫
（10.2％）となった（図表５）。 
 18 年度末の構成比と比較すると、未設置を含
む９台以下は54.0％（155金庫）から51.8％（137
金庫）に、40 台以上は 8.7％（25 金庫）から
10.2％（27 金庫）に変化した。 
                 以 上 

 

  （図表３）地区別の店外ＣＤ・ＡＴＭ設置台数 

（単位：台、％、店舗）

28年度末

増減率 増減数 増減率 増減数 増減率 増減数

北海道 248 257 253 2.0 5 △ 1.5 △ 4 508 △ 5.0 △ 27

東　北 356 329 325 △ 8.7 △ 31 △ 1.2 △ 4 480 △ 6.2 △ 32

東　京 194 224 226 16.4 32 0.8 2 938 △ 2.8 △ 28

関　東 758 721 722 △ 4.7 △ 36 0.1 1 1,358 △ 5.1 △ 74

北　陸 234 171 172 △26.4 △ 62 0.5 1 294 △18.1 △ 65

東　海 1,020 923 911 △10.6 △109 △ 1.3 △12 1,372 △ 0.7 △ 11

近　畿 737 884 880 19.4 143 △ 0.4 △ 4 1,194 0.3 4

中　国 389 355 359 △ 7.7 △ 30 1.1 4 475 △14.1 △ 78

四　国 272 304 307 12.8 35 0.9 3 205 △ 2.3 △  5

九州北部 111 103 100 △ 9.9 △ 11 △ 2.9 △ 3 204 △10.5 △ 24

南九州 202 205 205 1.4 3 0.0 0 314 △ 9.2 △ 32

合　計 4,528 4,489 4,474 △ 1.1 △ 54 △ 0.3 △15 7,361 △ 4.8 △373

（店舗数）

18年度末 27年度末 28年度末
18年度末対比 27年度末対比 18年度末対比

 
   （備考）沖縄県は合計に含む。 
 
（図表４）信用金庫別の店外ＣＤ・ＡＴＭ設置台数  （図表５）１金庫あたりの店外ＣＤ・ＡＴＭ 
     と店舗数の関係（18→28 年度末）          設置台数 
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